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国立大学法人東京大学

差　　　額

（決算－予算）

 収入 　 　 　

運営費交付金 83,122                    84,205                    1,082                     （注1）

　　うち補正予算による追加 1,225                     1,225                     -                           

施設整備費補助金 5,786                     4,371                     △1,415                  （注2）

　　うち補正予算による追加 14                         14                         -                           

船舶建造費補助金 -                           -                           -                           

補助金等収入 9,300                     10,393                    1,092                     （注3）

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 145                        145                        -                           

自己収入 68,684                    73,749                    5,064                     

授業料、入学料及び検定料収入 14,754                    15,035                    281                        

附属病院収入 48,264                    49,519                    1,254                     （注4）

財産処分収入 1,422                     1,422                     0

雑収入 4,243                     7,772                     3,528                     （注5）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 61,225                    66,208                    4,982                     （注6）

引当金取崩 41                         33                         △7                        

長期借入金 15,947                    12,066                    △3,880                  （注7）

貸付回収金 -                           -                           -                           

目的積立金取崩 1,887                     946                        △940                    （注8）

出資金 4,919                     4,278                     △640                    （注9）

251,059                  256,397                  5,337                     

 支出

業務費 148,498                  149,453                  955                        （注10）

教育研究経費 97,911                    99,946                    2,034                     

診療経費 50,586                    49,506                    △1,079                  

施設整備費 23,616                    16,790                    △6,825                  （注11）

船舶建造費 -                           -                           -                           

補助金等 9,300                     10,392                    1,091                     （注12）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 61,225                    61,489                    263                        （注13）

貸付金 -                           -                           -                           

長期借入金償還金 3,499                     3,766                     266                        (注14）

大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 -                           -                           -                           

出資金 4,919                     4,278                     △641                    (注15）

251,059                  246,170                  △4,889                  

-                           10,226                    10,226                    

※本報告書は百万円未満切り捨てにより作成しております。

○予算と決算の差異について

（注1）

（注2）

（注3）

（注4）

（注5）

（注6）

（注7）

（注8）

（注9）

(注10)

（注11）

（注12）

（注13）

（注14）

(注15) 出資金については、(注9)に示した理由等により、予算額に比して決算額が641百万円少額となっております。

補助金等収入については、予算段階では予定していなかった国からの補助金等の獲得に努めたこと等により、予算額に比して決算額が1,092百万
円多額となっております。

平成30年度　決算報告書

　　　　　　　 （単位：百万円）

区　　分 予　算　額 決　算　額 備　　　考

計

計

収入－支出

運営費交付金については、追加予算の交付により、予算額に比して決算額が1,082百万円多額となっております。

施設整備費補助金については、補正予算による追加交付及び一部事業翌年度繰越等のため、予算額に比して決算額が1,415百万円少額となってお
ります。

施設整備費については、(注2)及び(注8）に示した理由等により、予算額に比して決算額が6,825百万円少額となっております。

補助金等については、(注3)に示した理由等により、予算額に比して決算額が1,091百万円多額となっております。

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、(注6)に示した理由により、予算額に比して決算額が263百万円多額となっております。

長期借入金償還金については、予算段階より償還金の増額を行ったことにより、予算額に比して決算額が266百万円多額となっております。

附属病院収入については、外来・入院単価増等により、予算額に比して決算額が1,254百万円多額となっております。

雑収入については、財産貸付料収入等の増収により、予算額に比して決算額が3,528百万円多額となっております。

産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、受託研究等及び受託事業等の獲得に努めたこと等により、予算額に比して決算額が4,982百万
円多額となっております。

長期借入金収入については、予算段階より借入の減額を行ったことにより、予算額に比して決算額が3,880百万円少額となっております。

目的積立金取崩については、一部事業の繰越等により、予算額に比して決算額が940百万円少額となっております。

出資金については、一部事業の翌年度繰越により、予算額に比して決算額が640百万円少額となっております。

業務費については、教育研究事業の推進等により教育研究経費が増加、また、診療経費の削減等により、予算額に比して決算額が955百万円多額
となっております。


